
高岡市高齢者保健福祉計画・高岡市介護保険事業計画(R6-R8)の取組み状況について【中間評価】
　第９期計画期間（令和６年度～８年度）

Ⅰ　健康づくり・介護予防・認知症予防施策の充実・推進　　【指標数：10（計画書 P28～P35）】

1 健康寿命の延伸

男性：健康寿命
78.49歳

女性：健康寿命
83.67歳

男性：健康寿命
80歳

女性：健康寿命
85歳

男性：健康寿命
78.39歳（R5）

女性：健康寿命
83.36歳（R5）

男性：健康寿命
79.87歳（R6）

女性：健康寿命
83.89歳（R6）

〇

2 通いの場等地域の活動に参加している高齢者数 1,742人 1,900人 1,946人 2,003人 〇

3
後期高齢者の質問票の体重変化(６か月間で２～３㎏以上の体重減少がありましたか)に
該当した人の割合

12.80% 減少 12.90%（R5） 12.70%（R6） 〇

4 高岡市老人クラブ連合会におけるeスポーツの実施地区数 ― 25地区 12地区 17地区 〇

5 TAKAOKAアプリの登録者数 ― 3,500人 3,902人 6,944人 〇

6 通所型サービスＢ実施箇所数 ０か所 ２か所 1か所 ２か所 〇

7 訪問型サービスＤ実施箇所数 ０か所 ５か所 ５か所 ５か所 〇

8 地域ケア個別会議事例検討件数 10件 15件 15件 15件 〇

9 認知症サポーター養成数（うち、企業等を対象とした認知症サポーター養成数）
21,549人
（2,566人）

25,000人
（3,200人）

23,998人
（2,980人）

25,617人
（3,241人）

〇

10 通いの場等地域の活動に参加している高齢者数【再掲２】 1,742人 1,900人 1,946人 2,003人 〇

指標名 令和４年度実績 令和８年度目標 令和６年度実績 進捗状況

１　元気なときからの健康づくり・フレイル予防

(現状分析）
令和５年度のデータと直近の令和６年度のデータとを比較して、男性で1.48ポイント、女性で0.53ポイント増加。
一方で、要介護・要支援認定者の総数は、令和５年度と令和６年度の比較において増加しているものの、要介護・要支援別に比較すると、要支援認定者数は増加しているが、要介護認定者数は
減少。適切な介護予防の取組により、本来であれば要介護に移行される方が要支援に留まっていると分析しており、これが健康寿命の改善につながったものと考えている。

（今後の対応）
本計画や「健康たかおかスマイルプラン」に基づき、引き続き生活習慣予防や介護予防の取組を推進し、さらなる健康寿命の延伸を図る。

(現状分析）
令和６年度のデータと比較して参加人数は増加しており、健康づくりに関心を持って活動を行っている人が増えているものと考える。

（今後の対応）
引き続き、様々な広報媒体や地域の集まりを通じて周知を図るとともに、立ち上げにかかる補助制度についてPRしていく。

(現状分析）
令和５年度のデータと直近の令和６年度のデータとを比較して減少しており、市の介護予防について一定の取り組みへの効果と考えるが、今後とも動向を注視していく。

(今後の対応）
引き続き、適切な介護予防（フレイル予防）の取組を推進する。

（現状分析）
高岡市老人クラブ連合会に対しeスポーツ機材の導入助成を実施しており、eスポーツ機材を有する地区が年々増加してきている。高齢者においてeスポーツが浸透してきているものと考えている。高齢者はもとより、
夏休みには家で一人になる小学生と一緒にeスポーツを行う地区もあり、多世代交流や子どもの居場所づくりにも寄与している。

（今後の対応）
引き続き、高岡市老人クラブ連合会に対しeスポーツ機材の導入助成を実施する。

(現状分析）
令和６年度段階で既に目標値を達成。インセンティブ付与やけんこうマイレージポイントを獲得できる機会や場所を増やす取り組みや対象年齢の拡大の結果と考えている。

(今後の対応）
引き続き、インセンティブ付与を行い、市民の健康づくりや介護予防等の取組のきっかけづくりを行っていく。

２　個人の身体の状態に応じた介護予防・フレイル予防

(現状分析）
令和5年度から牧野地区において1箇所、令和７年10月から戸出地区にて新たに１箇所実施しており、目標値を達成。

(今後の対応）
引き続き、通所型Bの事業実施が市内に広がるよう、地域に出向き、意見交換を行いながら円滑な事業実施に努めるとともに、当該取り組みを他地区にも紹介し、地域の実情に応じた事業の拡大
に努める。

(現状分析）
令和５年度から牧野地区において通所型Bへの送迎支援、令和６年度から牧野地区及び二上・守山地区で病院への送迎支援を実施し、既に目標値を達成。

(今後の対応）
引き続き、訪問型Dの事業実施が市内に広がるよう、地域に出向き、意見交換を行いながら円滑な事業実施に努めるとともに、当該取り組みを他地区にも紹介し、地域の実情に応じた事業の拡大
に努める。

(現状分析）
地域ケア個別会議を年間５回開催し、１回あたり３件の事例検討を実施しており、目標を達成している。

(今後の対応）
引き続き、介護支援専門員が、多職種の専門的な視点に基づく助言を通じて、自立に資するケアマネジメントの視点やサービス等の提供に関する知識・技術を習得することで、高齢者の自立支
援及び介護予防を促していく。

３　認知症についての正しい知識の普及啓発と予防

(現状分析）
認知症サポーター養成数の増加を図るため、教育機関（小学校等）や企業（金融機関等）に働きかけを行うなどの取り組みを行ったことで、養成数が増加し、目標値を達成した。

(今後の対応）
引き続き、市民や企業に対し働きかけを行い、認知症サポータ―養成を図っていく。

(現状分析）
令和６年度のデータと比較して参加人数は増加しており、健康づくりに関心を持って活動を行っている人が増えているものと考える。

（今後の対応）
引き続き、様々な広報媒体や地域の集まりを通じて周知を図るとともに、立ち上げにかかる補助制度についてPRしていく。

令和７年度実績

【進捗状況について】

○：計画策定時と比べて目標値に近づいている

又は既に目標値を達成している

△：計画策定時から変化なし

×：計画策定時と比べて目標値から離れている

合計42指標（再掲含む）[内訳] 〇：30 △：10 ×：２

＜〇の評価＞
Ⅰ：100% Ⅱ：50%  Ⅲ：83.3% Ⅳ：66.7%  

＜△及び×の評価＞
ア：数値目標と施策とが連動しない （№13、№15、№40）
イ：より一層の推進努力が必要 （№11、№16、№19、№20、№21、№25、

№42）
ウ：次期計画時に方向性の検討が必要（№31、№32）

資料１

＜総括評価＞
特に、「Ⅱ安心して在宅生活を送るための支援」で

は、更なる努力が必要であり、 認知症施策推進計
画策定を見据え、しっかりと進めていく必要がある。

また、「Ⅳ介護保険サービスの適正な運営」では、
将来的な物価高騰や人材不足等の社会情勢を踏ま
え、適切な介護サービスの量を検討していく必要が
ある。
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Ⅱ　安心して在宅生活を送るための支援【指標数：14（計画書 P36～P45）】

11
イ 認知症の相談窓口を知っている人 23.50% 50.0% （ニーズ調査で把握） 26.20% △

12 地域ケア個別課題会議の事例検討件数（自立支援会議含む） 93件/年 130件/年 114件/年 118件 〇

13
ア 認知症・地域ケア相談医と地域包括支援センターの連携回数 168回/年 220回/年 139回/年 119回/年 ×

14 多職種連携支援システムの登録施設数（累計） 146施設（R5.2.21） 200施設 278施設 310施設 〇

15
ア 認知症地域支援推進員による認知症初期集中支援チームと連携して支援したケース数 51件/年 60件/年 82件/年 37件/年 △

16
イ 市民後見人バンク登録者数 21人 33人 21人 21人 △

17 介護サービス相談員派遣事業所数 13事業所/年 40事業所/年 24事業所/年 29事業所/年 〇

18 （危機管理課と連携した）事業所への運営指導時避難確保計画点検、助言・指導 26事業所/年 27事業所/年
33事業所/年

(R6)
28事業所/年

（R7）
〇

19
イ 認知症の相談窓口を知っている人【再掲11】 23.50% 50.0% （ニーズ調査で把握） 26.20% △

20
イ 認知症の方やその家族が定期的につながることができる場の開催回数 16回/年 50回/年 30回/年 24回 △

21
イ 高岡市認知症SOS緊急ダイヤルシステム事業協力団体のメール配信箇所数 399箇所 450箇所 394箇所 397箇所 △

22 高岡市認知症SOS緊急ダイヤルシステム事業利用者数 181人 300人 160人 205人 〇

23 高岡おでかけあんしんシール交付事業利用者数 71人 200人 129人 169人 〇

24 たかおか認知症個人賠償責任保険事業利用者数 91人 210人 149人 160人 〇

指標名 令和４年度実績 令和８年度目標 令和６年度実績 進捗状況

１　在宅生活を支援する相談・支援体制の強化

(現状分析）
これまで、相談窓口等が記載されている認知症安心ガイド（認知症ケアパス）を長寿福祉課や地域包括支援センター、市内総合病院に配置している他、本市ホームページや認知症月間に合わせ
広報紙「市民と市政」に相談窓口を周知しているが、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（３年毎に実施）によれば、令和4年度と比較し微増しているものの目標値とは乖離している。

(今後の対応）
引き続き認知症ケアパスの普及啓発を図るため、TAKAOKAアプリ等を活用するなど、広く市民に相談窓口の周知に努めていく。

(現状分析）
地域ケア個別課題会議の回数は横ばいであるが、困難ケースについて随時多職種が連携し、相談したりケース会議を行ったりする体制が構築されており、適切に対応できている。

(今後の対応）
当該会議の活用はもとより、困難ケースについて随時多職種が連携し、相談したりケース会議を行ったりする体制を維持していく。地域ケア個別課題会議は、個別ケースの課題解決のみではな
く、個別ケースの検討を通じた多職種ネットワークの構築や介護支援専門員等の支援、地域課題の共有や課題解決の機能を担っていることから、地域包括支援センターには、計画的な会議の開
催について引き続き指導を行う。

(現状分析）
認知症・地域ケア相談医と地域包括支援センターの連携回数は減少しているが、認知症・地域ケア相談医との連携により、専門的な視点による医療アドバイスをいただき、適切な個別ケースの
支援に繋がっている。

(今後の対応）
引き続き、地域包括支援センターの担当圏域ごとに登録されている認知症・地域ケア相談医との情報交換会の開催や必要に応じて個別事例について医療的な観点から助言を受けるなど、相互の
連携による支援体制を構築していく。

(現状分析）
在宅生活を支援するため、令和６年度から、市が主体となり、病院や診療所、歯科医院、訪問看護ステーション等の医療機関と薬局、介護事業所等が時間や場所に縛られずに、タイムリーに情
報共有ができる多職種情報連携システム「高岡多職種ネット」の運用を開始し、多職種の情報共有や相談等に活用している。R８年度数値目標値を達成し、連携が進んでいる。

(今後の対応）
多職種情報連携システム「高岡多職種ネット」の普及啓発をさらに図っていく。

(現状分析）
R6の時点では、数値目標を達成しているが、令和7年度は大幅に実績値が減少するなど、年度によってケース数が増減しているものの、医療提供等必要な支援に繋がらない困難性の高いケースを
中心に、認知症初期集中支援チーム等と連携し、支援の提供を行うなど適切な支援につながっている。

(今後の対応）
引き続き、認知症地域支援推進員を配置することで認知症初期集中支援チームと連携しながら、認知症の人とその家族を支援する相談支援や支援体制の構築を図っていく。

２　安心して暮らすための環境づくり

(現状分析）
呉西６市の広報紙等通じて市民後見人養成講座を周知し、養成講座修了者に対し、市民後見人バンク登録を勧めているが、増加につながっていない。

(今後の対応）
引き続き、市社会福祉協議会と登録者数増加に向けた対応策について協議していく。

(現状分析）
令和７年度については、介護サービス相談員12人で介護サービス施設・事業所等29か所を訪問。令和４年度と比べて増加しているが、引き続き目標達成に向けて派遣事業所を拡大する。

(今後の対応）
今後とも、介護サービス相談員の養成に努め、派遣体制の維持・強化に努める。また、研修会や連絡会を通じて相談員の質的向上を図る。

(現状分析）
指定期間（６年間）で全事業所の点検が完了する計画に基づき運営指導を行っており、既に目標値を達成している。

(今後の対応）
今後とも、計画的な指導をはじめ適時適切な対応を行う。

３　認知症の早期発見・対応、家族支援

(現状分析）
これまで、相談窓口等が記載されている認知症安心ガイド（認知症ケアパス）を長寿福祉課や地域包括支援センター、市内総合病院に配置している他、本市ホームページや認知症月間に合わせ
広報紙「市民と市政」に相談窓口を周知しているが、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（３年毎に実施）によれば、令和4年度と比較し微増しているものの目標値とは乖離している。

(今後の対応）
引き続き認知症ケアパスの普及啓発を図るため、TAKAOKAアプリ等を活用するなど、広く市民に相談窓口の周知に努めていく。

(現状分析）
令和６年度から認知症の方及びその家族の交流会と認知症看護認定看護師や介護福祉士などによる個別相談会を定期的に開催し、認知症本人同士、家族同士の交流を図るとともに、専門職に相
談できる機会を提供している。令和４年度と比べ増加はしているが、引き続き目標達成に向けて、定期的につながることができる場の拡充を図る。

(今後の対応）
引き続き、事業の継続を4法人に依頼していくとともに、拡大を目指す。

(現状分析）
令和４年度と比べ横ばいである。

(今後の対応）
今後とも、登録について企業等への働きかけを行うとともに、認知症サポーター養成講座や様々な広報媒体を通じて周知に努めていく。

(現状分析）
令和４年度と比べ微増している。

(今後の対応）
今後とも、地域包括支援センターや居宅介護支援事業所など、要援護者の支援に携わる方々や様々な広報媒体を通じて周知に努めていく。

(現状分析）
令和４年度と比べ増加しており、本サービスを必要とする方へ必要な情報が届いている。

(今後の対応）
今後とも、地域包括支援センターや居宅介護支援事業所など、要援護者の支援に携わる方々や様々な広報媒体を通じて周知に努めていく。

(現状分析）
令和４年度と比べ増加しており、本サービスを必要とする方へ必要な情報が届いている。

(今後の対応）
今後とも、地域包括支援センターや居宅介護支援事業所など、要援護者の支援に携わる方々や様々な広報媒体を通じて周知に努めていく。

令和７年度実績
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Ⅲ　支え合う地域づくり【指標数：6（計画書 P46～P50）】

25
イ 高岡市認知症SOS緊急ダイヤルシステム事業協力団体のメール配信箇所数【再掲21】 399箇所 450箇所 394箇所 397箇所 △

26 ケアネット活動チーム数 119チーム 160チーム 118チーム 155チーム 〇

27 地域住民が主体的に継続して地域の福祉課題をテーマに話し合う地域数 2地域 12地域 4地域 5地域 〇

28 地域ケア個別課題会議の事例検討件数（自立支援会議含む）【再掲12】 93件/年 130件/年 114件/年 118 件 〇

29 認知症サポーターステップアップ講座修了者の活動回数 延べ16回/年 延べ60回/年 延べ4回/年 延べ75回/年 〇

30 たかおか認知症パートナー宣言事業所　認定登録数 20事業所 50事業所 21事業所 28事業所 〇

指標名 令和４年度実績 令和８年度目標 令和６年度実績 進捗状況

１　地域の見守りや声かけ活動の推進

(現状分析）
令和４年度と比べ横ばいである。

(今後の対応）
今後とも、登録について企業等への働きかけを行うとともに、認知症サポーター養成講座や様々な広報媒体を通じて周知に努めていく。

(現状分析）
ケアネット活動チーム数は、増加している。

(今後の対応）
ケアネットチームについては、まだ活動を知らない方も多いため、地域や関係機関等を含め周知していく。

２　生活支援体制の充実

(現状分析）
令和４年度と比較し、増加したものの、目標達成にはほぼ遠い状況である。あっかり福祉推進モデル事業において、地域住民が主体的に継続して地域の福祉課題をテーマに話し合う場の創出を
している。

(今後の対応）
引き続き、地域住民が主体的に継続して地域の福祉課題をテーマに話し合う場の創出を図るべく、市社会福祉協議会と協議をしていく。

(現状分析）
地域ケア個別課題会議の回数は横ばいであるが、困難ケースについて随時多職種が連携し、相談したりケース会議を行ったりする体制が構築されており、適切に対応できている。

(今後の対応）
当該会議の活用はもとより、困難ケースについて随時多職種が連携し、相談したりケース会議を行ったりする体制を維持していく。地域ケア個別課題会議は、個別ケースの課題解決のみではな
く、個別ケースの検討を通じた多職種ネットワークの構築や介護支援専門員等の支援、地域課題の共有や課題解決の機能を担っていることから、地域包括支援センターには、計画的な会議の開
催について引き続き指導を行う。

３　認知症バリアフリーの推進、社会参加支援

(現状分析）
認知症サポーターステップアップ養成講座の修了者の活動回数については、認知症の方とその家族に限らず誰もが参加できるオープンな形式のオレンジ倶楽部（市の委託事業・～R５）や認知症
の方及びその家族の相談会（市の委託事業・R６～）での活動回数と、民間団体による自主的活動への活動参加を市が斡旋した回数をカウントしてきており、その実績は令和４年度が16回（オレ
ンジ倶楽部11回・民間団体活動斡旋５回）、令和５年度が６回（オレンジ倶楽部２回・民間団体活動斡旋４回）、令和6年度が４回（個別相談会２回・民間団体斡旋２回）、令和７年度上半期が
5回（個別相談会４回・民間団体斡旋１回）である。
特に令和６年度以降、養成講座修了者が、市を介さずに直接、民間団体へ参加申し込みをされているケースがあり、その回数について、市で正確に把握できていなかったが、令和７年度は回数
を把握することができたため、実績が大幅に増加し、目標値を達成した。
(今後の対応）
民間レベルで様々な認知症カフェの取り組みが行われていることから、当該取り組みについて認知症サポーターステップアップ講座修了者に対し、さらに周知を図っていく。

(現状分析）
令和４年度と比べ、増加しているものの、目標達成に遠い。

(今後の対応）
今後とも、登録について企業等への働きかけを行うとともに、認知症サポーター養成講座や様々な広告媒体を通じて周知に努めていく。

令和７年度実績
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Ⅳ　介護保険サービスの適正な運営　【指標数：12（計画書 P51～P56）】

地域密着型サービス

31
ウ ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護【１事業所】

４事業所
（うち１事業所はサテラ

イト）
５事業所 （Ｒ８に公募） （Ｒ８に公募） △

32
ウ

・地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型特別養護老人ホーム）【１事業所（29
床）】

５事業所
（126床）

６事業所
（155床）

（Ｒ７に公募）
0

（Ｒ８に引き続き公募）
△

施設サービス

33
・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）※短期入所生活介護からの転換【40床程
度】

15事業所
（1,014床）

15事業所
（1,054床程度）

5事業所（38床）選定 （Ｒ６に実施済） 〇

34 介護サービス相談員派遣事業所数【再掲17】 13事業所/年 40事業所/年 24事業所/年 29事業所/年 〇

35 居宅介護支援事業所等に対する運営指導 10事業所/年 10事業所/年 10事業所/年 13事業所/年 〇

36 地域密着型サービス事業所に対する運営指導 16事業所/年 17事業所/年 23事業所/年 15事業所/年 〇

37
ケアプラン点検に係る訪問事業所数（高齢者向け住まい等住宅入居者プラン点検も含
む）

10事業所/年 10事業所/年 10事業所/年 12事業所 〇

38 住宅改修・福祉用具購入等の訪問点検数 ２回/年 4回/年 4回/年 4回/年 〇

39 地域ケア個別会議事例検討件数【再掲8】 10件 15件 15件 15件 〇

40
ア TAKAOKAアプリを通じた介護サービス事業所とのマッチング件数 ― 30件/年

０件
（40件）

0件
（39件）

×

41 多職種連携支援システムの登録施設数（累計）【再掲14】 146施設（R5.2.21） 200施設 278施設 310施設 〇

42
イ ケアプランデータ連携システム導入事業所の割合 ― 100% 0.71% 33.90% △

指標名 令和４年度実績 令和８年度目標 令和６年度実績 進捗状況

１　適切な介護サービスの提供

(現状分析）
地域密着特養（牧野圏域）については、令和７年度に公募したものの応募なし。資材の高騰等により整備が難しいとの声が聞こえている。

(今後の対応）
令和８年度に再度公募することとする。次期計画においては要介護者数の推計に基づき適切に判断していく。

(現状分析）
短期入所生活介護から介護老人福祉施設への転換について５法人38床を選定した。（４床：２法人、10床：３法人）

(今後の対応）
次期計画においては要介護者数の推計に基づき適切に判断していく。

(現状分析）
令和７年度については、介護サービス相談員12人で介護サービス施設・事業所等29か所を訪問。令和４年度と比べて増加しているが、引き続き目標達成に向けて派遣事業所を拡大する。

(現状分析）
介護サービス事業所とのマッチング件数については、TAKAOKAアプリは活用されていない。市シルバー人材センターが、直接的に人を介した手法でマッチングを行っている。（R6:14事業所40
名、R7:12事業所39名)

(今後の対応）
TAKAOKAアプリの活用にこだわらず、市シルバー人材センターと連携して、引き続き、元気高齢者の活用に取り組む。
また、将来的な人材確保のため、引き続き、市内の特別養護老人ホームの協力のもと、小学４～６年生を対象とした「介護のしごと体験教室」や地域包括支援センターの協力のもと、学童の場
で小学１～３年生を対象とした「介護の魅力発信教室」に取り組んでいく。

(現状分析）
在宅生活を支援するため、令和６年度から、市が主体となり、病院や診療所、歯科医院、訪問看護ステーション等の医療機関と薬局、介護事業所等が時間や場所に縛られずに、タイムリーに情
報共有ができる多職種情報連携システム「高岡多職種ネット」の運用を開始し、多職種の情報共有や相談等に活用している。R８年度数値目標値を達成し、連携が進んでいる。

(今後の対応）
今後とも、介護サービス相談員の養成に努め、派遣体制の維持・強化に努める。また、研修会や連絡会を通じて相談員の質的向上を図る。

(現状分析）
指定期間（６年間）で全事業所の点検が完了する計画に基づき、運営指導を行っており、既に目標値を達成している。

(今後の対応）
引き続き、計画的な指導をはじめ適時適切な対応を行っていく。

２　介護給付の適正化（介護給付適正化計画）

(現状分析）
指定期間（６年間）で全事業所の点検が完了する計画に基づき、運営指導を行っており、既に目標値を達成している。

(今後の対応）
引き続き、計画的な指導をはじめ適時適切な対応を行っていく。

(今後の対応）
多職種情報連携システム「高岡多職種ネット」の普及啓発をさらに図っていく。

(現状分析）
令和７年度は、国の利用料無料キャンペーンや高岡市ケアプランデータ連携システムの活用促進モデル地域づくり事業の実施により、伴走支援等を強力に推進したため147事業所が導入し、国の
KPI（2040年までに30%）を超えたものの本市が掲げる目標達成には遠い。

(今後の対応）
導入率向上に向けて、受託事業者と効率的・効果的な手法について検討するとともに、活用に向けた伴走支援を行い導入メリットの享受を図っていく。

令和７年度実績

(現状分析）
地域ケア個別会議を年間５回開催し、１回あたり３件の事例検討を実施しており、目標を達成している。

(今後の対応）
引き続き、介護支援専門員が、多職種の専門的な視点に基づく助言を通じて、自立に資するケアマネジメントの視点やサービス等の提供に関する知識・技術を習得することで、高齢者の自立支
援及び介護予防を促していく。

３　人材確保および業務の効率化

4/4


